
 
令和８年４月 30 日総合調整会議 

【資料 1】 
 

 

 

栗東市立森林体験交流センター（森遊館）の 

設置及び管理に関する条例等の改正について 
 
 

【 条例・規則の改正理由 】 

  栗東市立森林体験交流センター（森遊館）は、金勝山周辺施設のあり方検討等を経て、 
 
施設の設置目的である中山間の森林資源を活かし、林業体験等を通じて、農山村と都市の 
 
人々との交流を深めるとともに、第二期栗東市観光振興戦略との整合性を図り、山の施設を、 
 
自然資源を有効活用するための施設として位置づけ、レクリエーション活動や観光などの幅 
 
広い利用者の受け入れや施設利用の活性化を目指すもの。 
 
  また、指定管理者の更新時期を迎えていることから、制度の見直し行う適切なタイミングで 
 
あることを踏まえ、利用料金も含め関連する本条例、規則について改正を行うもの。 
 
 

【 条例の主な改正内容 】 

  ・設置（第１条）の見直し 

  ・事業（第３条）の見直し 

  ・利用の許可（19 条）の見直し 

・利用料金（第 21 条及び別表）の見直し 

   利用料金の増減額、入館料の削除、障がい者等の料金設定、キャンセル料の規定 

 

【 規則の主な改正内容 】 

・再委託の禁止（第３条）の見直し 

・利用の申請時期（第４条）の見直し 

・利用者の遵守事項の一部（第５条）の見直し 

 

【 スケジュール 】 

 令和８年６月     ６月議会（条例改正） 

 令和９年４月     施行 

 



 

 

栗東市立森林体験交流センターの設置及び管理に関する条例新旧対照表 

現行 改正案 理由 

栗東市立森林体験交流センターの設置及び管理に関する条

例 
栗東市立森林体験交流センターの設置及び管理に関する条

例 
 

平成１１年３月２５日 平成１１年３月２５日  

条例第１０号 条例第１０号  

（設置） （設置）  

第１条 中山間地の森林資源を活かし、林業体験活動等を通じて、山

村地域社会における農山村と都市の人々との交流を深めるととも

に、地域林業者の就労機会の拡大により経営基盤の安定化と地域林

業の活性化の促進                に寄与するため、栗東市立森林

体験交流センター（以下「交流センター」という。）を設置する。 

第１条 中山間地の森林資源を活かし、林業体験活動等を通じて、山

村地域社会における農山村と都市の人々との交流を深めるととも

に、地域林業者の就労機会の拡大により経営基盤の安定化と地域林

業の活性化の促進並びに観光の振興に寄与するため、栗東市立森林

体験交流センター（以下「交流センター」という。）を設置する。 

観光の振興を加えること

で、今後の施設の利活用 

において、幅広い事業展 

開が実施できる。そのこ 

とにより利用者増に繋げ 

ることが可能となる 

（名称及び位置） （名称及び位置）  

第２条 （略） 第２条 （略）  

（事業） （事業）  

第３条 交流センターは、次に掲げる事業を行う。 第３条 交流センターは、次に掲げる事業を行う。  

⑴－⑸ （略） ⑴－⑸ （略）  

 ⑹ 観光資源等を活用した事業の企画・運営、物品の販売 目的に観光の振興を加え 

たことによる事業内容の 

追加 
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⑹ （略） ⑺ （略）  

第４条－第１７条 （略） 第４条－第１７条 （略）  

（利用の手続） （利用の手続）  

第１８条 交流センターを利用しようとする者は、指定管理者に規則

で定めるところにより申請書を提出し、その許可を受けなければな

らない。 

第１８条 交流センターを利用しようとする者は、指定管理者に規則

で定めるところにより申請        し、その許可を受けなければな

らない。 

 申請者の選択肢を広げる 

 ため  

（利用の許可） （利用の許可）  

第１９条 指定管理者は、施設等の利用について、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除き、利用を許可する。 

第１９条 指定管理者は、施設等の利用について、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除き、利用を許可する。 

 施設の利用者増に繋げる 

 ため 

⑴－⑸ （略） ⑴－⑸ （略）  

⑹ 営利を目的とする利用   

⑺ （略） ⑹ （略）  

（利用の変更、停止及び取消し） （利用の変更、停止及び取消し）  

第２０条 （略） 第２０条 （略）  

（利用料金等） （利用料金  ）  

第２１条 利用者は、交流センターの利用に係る入館料及び利用料金

（以下「利用料金等」という。）を指定管理者に納付しなければな

らない。 

第２１条 利用者は、交流センターの利用に係る          利用料金

                              を指定管理者に納付しなければ

ならない。 

 利用のきっかけとなる気 

軽な立ち寄りを促進する 

ため 

２ （略） ２ （略）  

 ３ 指定管理者は利用の取消しがあったときは、あらかじめ市長の承

認を得て、別表に定める範囲の額を徴収することができる。 

条例や指針に記載がなく、

現状の利用形態として長 

期の仮押さえの防止対策 

とするため 

３ 指定管理者は、前項の規定により利用料金等を定めたときは、直 ４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金  を定めたときは、直  入館料の削除による 



ちにこれを公表するとともに、施設内において利用者の見やすい場

所に掲示しなければならない。 

ちにこれを公表するとともに、施設内において利用者の見やすい場

所に掲示しなければならない。 

（利用料金等の収受） （利用料金  の収受）  

第２２条 前条第１項の規定により納付された利用料金等は、地方自

治法第２４４条の２第８項の規定に基づき、指定管理者の収入とし

て収受させるものとする。 

第２２条 前条第１項の規定により納付された利用料金  は、地方自

治法第２４４条の２第８項の規定に基づき、指定管理者の収入とし

て収受させるものとする。 

 入館料の削除による 

第２３条・第２４条 （略） 第２３条・第２４条 （略）  

附 則 附 則  

１－４ （略） １－４ （略）  

別表（第２１条関係） 別表（第２１条関係）  

１ 入館料   

区分 １人当たり 備考 

大人 ２００円 大人料金は中学生以

上を、小人料金は小学

生を対象とする。 

小人 １００円

 

   

 入館料の削除による 

２ ホール利用料金 １ ホール利用料金  

区分 １室当たり 備考 

研修利用 １時間当たり １，０

００円 

冷房設備を使用した

場合は冷房料として利

用料金に５割を、暖房

設備を使用した場合は

暖房料として利用料金

に５割を            

                    

    加算し  た額とす

区分 １室当たり 備考 

研修利用 １時間当たり １，５

００円 

冷房設備又は      

                    

                暖房

設備を使用したとき

は、          利用料

金に当該利用料金の１

００分の５０に相当す

る額を加算し得た額と

  

 使用料・手数料の見直し 

 に係るガイドラインに基 

づく見直し 

 

 加算について明確にする 

ため 

 



る。 
 

する。 
 

３ 研修室利用料金 ２ 研修室利用料金  

区分 １室当たり 備考 

研修利用 １時間当たり ５０

０円 

１ １日とは、午後２

時から翌午前１０時

までとする。 

２ 平日とは月曜日か

ら金曜日まで（祝日

を除く。）をいい、

休日とは日曜日及び

祝日をいう。 

３ ７月１日から８月

３１日までの期間に

ついては、休前日の

料金を適用する。 

４ 宿泊利用の場合、

定数を超えて利用す

るときは超過料金と

して、大人１人につ

き２，２００円を、

小人１人につき１，

１００円を徴収す

る。 

５ 研修利用の場合に

おいて、冷房設備を

使用したときは冷房

研修を伴う宿泊利用

（定員５人） 

平日・休日１日当たり

 １３，４００円 

休前日１日当たり 

１６，１００円 

区分 １室当たり 備考 

研修利用 １時間当たり ７５

０円 

１ １日とは、午後３

時から翌午前１０時

までとする。 

                    

                  

                  

                  

             

                    

                  

                  

                 

２ 宿泊利用の場合、

定数を超えて利用す

るときは超過料金と

して、大人１人につ

き３，３００円を、

小人１人につき１，

６５０円を徴収す

る。 

３ 研修利用の場合に

おいて、冷房設備又

は                

研修を伴う宿泊利用

（定員５人） 

          １日当た

り １７，７５０円 

                   

              

  

ガイドラインに基づく見 

直し 

 

 新たな利用者の受入れ準

備に要する時間を確保す

るため 

 

 

 

 

 

 

 ガイドラインに基づく見

直し 

 

 

 

 

 

 

 加算について明確にする 

ため 

 



料として利用料金に

５割を、暖房設備を

使用したときは暖房

料として利用料金に

５割              

                  

    を加算し  た額

とする。 
 

                  

        暖房設備を

使用したときは    

        利用料金に

当該利用料金の１０

０分の５０に相当す

る額を加算し得た額

とする。 
 

 

 

４ 宿泊室利用料金 ３ 宿泊室利用料金  

区分 １室当たり 備考 

宿泊利用（定員４人）平日・休日１日当たり

 １５，０００円 

休前日１日当たり 

１７，１００円 

１ １日とは、午後２

時から翌午前１０時

までとする。 

２ 平日とは月曜日か

ら金曜日まで（祝日

を除く。）をいい、

休日とは日曜日及び

祝日をいう。 

３ ７月１日から８月

３１日までの期間に

ついては、休前日の

料金を適用する。 

４ 宿泊利用の場合、

定数を超えて利用す

るときは超過料金と

して、大人１人につ

区分 １室当たり 備考 

宿泊利用（定員４人）                   

                  

      １日当たり 

１６，１６０円 

１ １日とは、午後３

時から翌午前１０時

までとする。 

                    

                  

                  

                  

             

                    

                  

                  

                 

２ 宿泊利用の場合、

定数を超えて利用す

るときは超過料金と

して、大人１人につ

 

 ガイドラインに基づく見

直し 

 

 新たな利用者の受入れ準

備に要する時間を確保す

るため 

 

 

 

 

 

 

 ガイドラインに基づく見

直し 

 



き２，２００円を、

小人１人につき１，

１００円を徴収す

る。 
 

き３，３００円を、

小人１人につき２，

２００円を徴収す

る。 
 

  

４ キャンセル料金 

区分 金額 備考 

キャンセル料 当該利用料金の１０

０分の１００に相当

する額 

 

 

 

備考 

  

条例や指針に記載がなく、

現状の利用形態として長 

期の仮押さえの防止対策 

とするため 

 １ 営利を目的として利用するときは、利用料金に当該利用料金の１

００分の１００に相当する額を加算して得た額とする。 

 金額による差別化により 

目的に合致した利用を促 

すため 

 ２ 利用者に障害者等が含まれるときは、当該宿泊室の利用料金は１

００分の５０に相当する額とする。「障害者等」とは、次のいずれか

に該当する者をいう。 

 介助に要するスペースを 

確保するため 

 （１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に

規定する身体障害者手帳の交付を受けている者 

 

 （２） 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５

６号）に規定する療育手帳の交付を受けている者 

 

 （３） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律

第１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受

けている者 

 



 （４） 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第４条に

規定する戦傷病者手帳の交付を受けている者 

 

 



第21条別表の改正

区分 現行金額 算定金額
上限金額
（1.5倍）

改定金額 設定理由

森遊館研修室（宿泊）
16,100 17,750 24,150 17,750 算定金額とした。

森遊館メゾネット宿泊
17,100 16,165 25,650 16,160 算定金額とし、端数処理をした。

森遊館研修室（１時間）
500 877 750 750

サウンディング調査において、使用料の上限金額増の要望があったた
め、一般的な費用負担として、ガイドラインに基づき現行の１．５倍の
上限金額とした。

森遊館ホール（１時間）
1,000 3,369 1,500 1,500

サウンディング調査において、使用料の上限金額増の要望があったた
め、一般的な費用負担として、ガイドラインに基づき現行の１．５倍の
上限金額とした。

備考欄等の改正について
・入館料を削除
・1日を午後3時から翌午前10時とした。
・営利を目的とする場合は、利用料金の100分の100に相当する額を加算するとした。
・利用者に障がい者等が含まれる場合は、利用料金の100分の50に相当する額とした。
・キャンセル料について記載した。

令和8年4月30日総合調整会議
(資料3)



 

 

栗東市立森林体験交流センターの管理及び運営に関する規則新旧対照表 

現行 改正案 理由 

栗東市立森林体験交流センターの管理及び運営に関する規

則 
栗東市立森林体験交流センターの管理及び運営に関する規

則 
 

平成１１年３月２５日 平成１１年３月２５日  

規則第１３号 規則第１３号  

第１条－第２条 （略） 第１条－第２条 （略）  

（再委託の禁止） 

第３条 指定管理者は、管理業務を第三者に再委託してはならない。

ただし、施設の管理に付随する個別の業務については、この限りで

はない。 

 

第３条 削除 

 協定書及び仕様書に記載 

を行うため 

（利用の手続） （利用の手続）  

第４条 交流センターを利用しようとする者は、利用する日の３月前

（利用者が、条例第１条の目的達成に必要な団体又は公益を目的と

する団体にあっては１年前）から利用の３  日前までに、栗東市立

森林体験交流センター利用許可申請書（別記様式第６号）を指定管

理者に提出しなければならない。ただし、指定管理者が必要と認め

た場合は、この限りではない。 

第３条 交流センターを利用しようとする者は、利用する日の３月前

（利用者が、条例第１条の目的達成に必要な団体又は公益を目的と

する団体にあっては１年前）から利用の１０日前までに、栗東市立

森林体験交流センター利用許可申請                    を指定

管理者に提出しなければならない。ただし、指定管理者が必要と認

めた場合は、この限りではない。 

 余裕をもった対応を行う 

ため 

２ （略） ２ （略）  

（利用料金等） （利用料金等）  

第５条 （略） 第４条 （略）  

（利用者の遵守事項） （利用者の遵守事項）  

令和 8 年 4 月 30 日総合調整会議 
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第６条 利用者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 第５条 利用者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。  

⑴ 利用当日に、住所、氏名、年齢及び性別を利用台帳に記入する

こと。 

⑴ 削除 日帰り客も対象となるた 

め 

⑵ （略） ⑴ （略）  

⑶ （略） ⑵ （略）  

⑷ （略） ⑶ （略）  

⑸ （略） ⑷ （略）  

⑹ （略） ⑸ （略）  

⑺ （略） ⑹ （略）  

⑻ （略） ⑺ （略）  

⑼ （略） ⑻ （略）  

⑽ （略） ⑼ （略）  

⑾ （略） ⑽ （略）  

（委任） （委任）  

第７条 （略） 第６条 （略）  

附 則 附 則  

１－４ （略） １－４ （略）  

別記様式第１号－様式第５号 （略） 別記様式第１号－様式第５号 （略）  

様式第６号（第４条関係） 

（略） 

様式第６号 削除  

様式第７号・様式第８号 （略） 様式第７号・様式第８号 （略）  

 



 

 1 

指定管理者制度の運用に関する指針（令和８年４月）から抜粋 

8．導入に向けたスケジュール 

時期 内容 
総合調整

会議 

事務決裁

（指定管理

者制度担当

課合議） 

運
用
開
始
の
前
々
年
度 

10月 包括モニタリング評価の実施   
 

11月 
指定管理の継続についての方向性を決

定 
審議事項 ○ 

 

 

12月 
サウンディング型市場調査の準備 

（実施要領・HPの作成、参加受付） 
  

 

 

1月 
サウンディング型市場調査の実施 

（１か月程度） 
  

 

 

2月 公募の準備 

（募集要項・仕様書・協定書（案）の

作成、条例改正の準備） 

  

 

 

3月 
 

 

運
用
開
始
の
前
年
度 

4月 議案の提出（条例改正案） 審議事項 ○ 
 

 

5月    
 

 

6月 条例改正（６月議会）   
 

 

7月 
募集要項、業務指針、事業計画書様式

等の作成（議会へ報告） 
審議事項 ○  

8月 
公募の実施（１か月間以上） 

（必要に応じて施設説明会の開催） 
   

9月 

申請者の資格審査（施設所管課） 

無資格者に無資格通知 

有資格者に面接の通知 

   

10月 
申請者の面接 

選定委員会の開催 
   

11月 
候補者の決定（市長決裁） 

選定結果の通知 
報告事項 ○  

12月 

債務負担行為の設定（１２月議会） 

指定議案の提案（１２月議会） 

（議決を経て指定管理者を指定） 

   



 

 2 

指定管理者制度の運用に関する指針（令和８年４月）から抜粋 

12月 指定管理者の指定  ○  

1月 
指定管理者との協議 

指定管理者の研修 （必要に応じて） 
  

 

 

2月 
 

 

3月 
指定管理者との協定書の締結  ○ 

 

業務引継ぎ   

開
始 

4月 指定管理者による管理運営の開始   
 

 
 ※債務負担行為と指定議案の提案について、議案の提出順序は債務負担行為を先にする

ものとする。 

 ※総合調整会議への付議に関する決裁は、指定管理者制度担当課に合議すること。 


